
農用地利用集積等促進計画

市町村 大字 字 地番 始期 終期
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価
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額
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規

更
新

付
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1 日吉津村 富吉 40-1 田 田 水田 1,724.00 1,724.00 R6.1.1 R7.2.28 1年2月 6,000 10,344 R6.1.1 R7.2.28 1年2月 6,000 10,344 高松　行彦 ⑥ ○ 日吉津村 ①

2 日吉津村 富吉 51 田 田 水田 1,156.00 1,156.00 R6.1.1 R7.2.28 1年2月 6,000 6,936 R6.1.1 R7.2.28 1年2月 6,000 6,936 高松　行彦 ⑥ ○ 日吉津村 ①

3 日吉津村 富吉 45 田 田 水田 1,000.00 1,000.00 R6.1.1 R7.2.28 1年2月 6,000 6,000 R6.1.1 R7.2.28 1年2月 6,000 6,000 高松　行彦 ⑥ ○ 日吉津村 ①

4 日吉津村 富吉 46 田 田 水田 975.00 975.00 R6.1.1 R7.2.28 1年2月 6,000 5,850 R6.1.1 R7.2.28 1年2月 6,000 5,850 高松　行彦 ⑥ ○ 日吉津村 ①

5 日吉津村 富吉 34-1 田 田 水田 1,271.00 1,271.00 R6.1.1
R15.12.3

1
10年 6,000 7,626 R6.1.1

R15.12.3
1

10年 6,000 7,626 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①

6 日吉津村 富吉 36-1 田 田 水田 879.00 879.00 R6.1.1
R15.12.3

1
10年 6,000 5,274 R6.1.1

R15.12.3
1

10年 6,000 5,274 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①

7 日吉津村 富吉 394-1 田 田 水田 835.00 835.00 R6.1.1
R15.12.3

1
10年 6,000 5,010 R6.1.1

R15.12.3
1

10年 6,000 5,010 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①

8 日吉津村 富吉 1174-1 田 田 水田 462.00 462.00 R6.1.1
R15.12.3

1
10年 6,000 2,772 R6.1.1

R15.12.3
1

10年 6,000 2,772 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①

9 日吉津村 富吉 1174-2 田 田 水田 262.00 262.00 R6.1.1
R15.12.3

1
10年 6,000 1,572 R6.1.1

R15.12.3
1

10年 6,000 1,572 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①

10 日吉津村 富吉 1174-4 田 田 水田 218.00 218.00 R6.1.1
R15.12.3

1
10年 6,000 1,308 R6.1.1

R15.12.3
1

10年 6,000 1,308 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①

11 日吉津村 富吉 2-1 田 田 水田 1,064.00 1,064.00 R6.1.1 R6.12.31 1年 - - R6.1.1 R6.12.31 1年 - - 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①

12 日吉津村 富吉 3-1 田 田 水田 1,374.00 1,374.00 R6.1.1 R6.12.31 1年 - - R6.1.1 R6.12.31 1年 - - 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①

13 日吉津村 富吉 4-1 田 田 水田 1,541.00 1,541.00 R6.1.1 R6.12.31 1年 - - R6.1.1 R6.12.31 1年 - - 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①

14 日吉津村 富吉 941-1 田 田 水田 472.00 472.00 R6.1.1 R8.12.31 3年 - - R6.1.1 R8.12.31 3年 - - 法人ひえづ ① B,C ○ 日吉津村 ①
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○注記ごとに該当する記号を記載

注1　①機構を介して賃料を授受。　　②地権者と耕作者が賃料を直接授受。

注2　①認定農業者　　②認定新規就農者　　③基本構想水準到達者　　④地域計画に位置付けられた経営体　　⑤今後育成すべき農業者　⑥その他

注3　A 農地中間管理事業で契約実績のある貸借契約で、同じ経営体が同じ農地を耕作する場合。　　B 農地中間管理事業で契約実績のある法人で経営体制に変更がない場合。　　C 農地所有適格法人の場合（新規に借受けを行う場合は除く）。

注4　①貸出借受が同時に行われる場合。　　②機構が地権者から借入れのみを行う場合。　　③既に機構が借入れした農地を貸付ける場合。　　④軽微変更の場合。


